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改憲手続き法案

自公の与党、明日の委員会採決狙う
国民の意見を聞く中央公聴会なしの「異常国会」
自民、公明の与党は、改憲手続き法案（国民投票法案）を５月１１日にも、参院憲法調査特別委員会で採決する動きが急浮上しました。自民党は、５月９日の民主党との参院国対委員長会談で非公式に５月１１日採決を提起。特別委員会の筆頭理事間協議でも、「参院国対から強く枠がはめられている」として１１日採決を強行する構えを示しました。
改憲手続き法案で与党は、連休明けの５月７日から地方公聴会（札幌、福岡）、８日に参考人質疑、９日には一般質疑と連日審議を強行。本日１０日には午前に参考人質疑、午後に地方公聴会（さいたま市、横浜市）と、異常な過密日程が組まれ、採決への「実績」づくりが狙われています。中央公聴会についても「地方公聴会を積み重ねてきた」と拒否する構えで、本会議の採決は１４日を狙っています。
なお、民主党は５月８日、改憲手続き法案の「対案」を参院に提出しました。衆院で否決された同党案とほとんど同じ内容で、今回の案でも、最低投票率制は盛り込みませんでした。
国民主権無視の「暴走」
法案審議では、最低投票率の規定もない問題や、公務員・教員の運動制限について批判の声があがっています。中央公聴会も開かず、地方公聴会を開催した翌日に採決するとは、異常事態であり、国民主権無視の暴走そのものです。最低投票率、公務員・教職員の運動制限、ＴＶ・ＣＭ、憲法審査会の権能…など、憲法特別委員会で審議すべき課題はまだまだたくさんあります。こんなに急いで、まともな審議が出来るわけはありません。マスコミ報道にもみられるように、世論の多数は、慎重審議を求めています。
５・１０中央決起集会に最大結集を！
こうした緊迫した情勢をふまえ、「憲法改悪反対共同センター」は、与党の暴走にストップをかけ、改憲手続き法の徹底審議・廃案を求めて、全国で取り組みを強めるよう運動を提起（憲法ニュース前号参照）。国公労連は、「改憲手続き法案の廃案を求める署名」を早急に集中するとともに、本日６時３０分からの改憲手続き法案阻止！5・10中央決起集会（日比谷野音）への最大結集を呼びかけます。
（国公労新聞　５月10日付・特集「改憲手続き法の問題点は―自由法曹団幹事長・田中隆弁護士インタビュー」は、国公労連ホームページにも掲載しています）
地方公聴会、参考人質疑で与党推薦人からも批判続出
「公務員も一有権者としてもっと意見をのべることができるようにすべき」
　5月7日の地方公聴会、8日の参考人質疑では、与党推薦の公述人や参考人からも法案の問題点を指摘する意見が出されるなど批判が続出しました。公務員・教育者への運動規制については、福岡会場で梁井迪子・西日本工業大理事（公明党推薦）が「公務員も一有権者としてもっと意見をのべることができるようにすべきだ」とのべ、札幌会場で弁護士の小坂祥司氏（社民党推薦）が「公務員・教育者も自由に議論して意見表明できることが必要だ」とのべました。また、昨年福岡で開催された第８回地方自治研究全国集会で現地実行委員長を務めた石村善治・福岡大名誉教授（日本共産党推薦）は、最低投票率の規定がない問題や広範な運動規制などを指摘し「法案は国民主権に反する内容であり、廃案にすべきだ」とのべました。
　8日の参考人質疑では「国民投票運動の規制について」をテーマに4名の参考人が意見陳述しましたが、4名中3名が公務員・教育者への運動規制を批判する陳述を行いました。
ジャーナリストの今井一氏（民主党推薦）は、与党「修正」案が国公法・地公法の政治的行為制限の適用除外を削除したことを強く批判し、「公務員が原則自由に国民投票運動に参加できることを明確に保障すべきだ。参院で（適用除外の条項を）復活させるべきだ」と強調しました。
早稲田大学教授・西原博史氏（公明党推薦）も「公務員の政治活動禁止の適用除外とし、国民の討議が促進される環境を整えるのは必須だ」とのべました。また西原氏は、「地位利用」による国民投票運動の禁止規定について「このような曖昧な条項で、教育者の研究・教授・表現の自由を制限することは、憲法違反の疑いがある」と批判しました。
弁護士の宮里邦雄氏（社民党推薦）も、「地位利用」は民間でも起こりうることなのに「官」だけに規制を加えることは合理的理由に欠けると指摘し、「地位利用」による運動制限は削除すべきとのべました。また宮里氏は、人を選ぶ選挙と国の基本にかかわる改憲案の是非を問う国民投票との違いを強調し、「国民投票においては、国民に最大限の自由が保障されるべき」と指摘しました。
一方、駒澤大学教授・西修氏（自民党推薦）は、公務員の中立性の観点から無条件に運動を認めるべきでないとし、行政罰の適切な運用が必要とのべました。
（自治労連速報５月９日号より転載）
· 情勢や、憲法の運動について知りたい方は
★憲法改悪反対共同センター　　　　 http://www.kyodo-center.jp/index.htm
★改憲国民投票法案情報センター　 http://homepage.mac.com/volksabstimmung/
　　　　　※ホームページが変更しました

　　改憲国民投票法案情報センター事務局「改憲手続き法案に関する参議院審議の論点と、今後の追及点」が掲載
· 映画「日本の青空」ホームページ　http://www.cinema-indies.co.jp/aozora/index.html
※全国で、映画「日本の青空」の上映会・有料試写会が行われています。家族みなさんで観てみませんか？
今後の予定　
５月１０日（木）
改憲手続き法案阻止！5・10中央決起集会

時間
18：30～19：30
場所
日比谷野音集会　（集会後、国会請願デモ）

主催
憲法改悪反対共同センター、国民大運動実行委員会、東京・千葉・神

奈川共同センター・埼玉憲法会議。

参加
法案審議の山場であり、各組織からの最大限の結集をめざします!
５月１６日（水）
改憲手続き法案阻止！5・16中央決起集会

時間
12：30～13：30
場所

日比谷野音集会　（集会後、国会請願デモ）
国会前座り込み・参議院全議員要請（14：00～16：00）
主催
憲法改悪反対共同センター・国民大運動実行委員会

· さまざまなとりくみ（行動や学習会など）のメール通信やＦＡＸをお寄せください
以　上
国公労連速報
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